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1950年代に米国で、水資源開発の経済的実行可能性の判定に用いられ始めた費

用便益分析は， 70年代に入ってその適用範囲を拡大しp とりわけ，環境の悪化

や改善を評価することへの適用が注目されるようになった(9J (pp. 1-4)。環

境改善便益〈悪化費用〉の評価のための基本的なアイデアは70年代に出された

(4 Jo 80年代のこの分野の研究はp そうした手法のp 技術的改良と理論的精敏¥

化，および実際の計測を行う大量の文献によって特徴づけられる。

最近では，環境便益の評価と，注目を集めている「持続可能な開発」の考え

方(28Jとを結びつけて r自然、環境が与えてくれるサービスを正しく価値づけ

ること」を，持続可能な開発のための中心課題であると見なす見解(22J (pp. 

5ーのも現れており，この分野の研究はますます活気づいている。

しかし，環境問題にとって費用便益分析はど ζまで期待のできるものであろ

うか。 r環境の便益」なるものが計測されたとして，それによって，環境に影

響を与える行動や政策の選択にとって， どれほどの指針が得られるであろうか。

費用便益分析の限界についてはp 様々に指摘されてきた。効率性基準によっ

て事業(または経済的変化一般〉の是非を判定する費用便益分析は分配の側面

を無視するという点や，市場価格が利用できない場合の便益評価が技術的に困

難である点などが主なものである。しかし，環境便益の評価に適用しようとす

る場合の費用便益分析には，それらとは別の理論上の問題点がある。

費用便益分析において，財や経済的状態の便益は，それに対する人々の最大

支払金額 (WTP=willingnessto pay)または，それを失うことに対して人々
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が要求する最小補償金額 (WTA= willingness to accept)によって測られる。

市場価格が利用できない場合は，このWTp.WTAを別の方法で求めなけれl

ばならないが，そうして求められるWTPとWTAとが，環境便益において大

きく読離するということp これがここで取り上げる問題である。

このWTPとWTAとの帯離そのものは， ヒックス以来の「新」厚生経済学

が十分予想したものである。例えば， ミシャンは，厚生経済理論に基づ、いてこ

の種の事離が生ずることを示し(13J，その場合にどちらが便益の適切な尺度で

あるかを示し(19J，そのことが外部性問題に対してもつ意味を明らかにし(15J，

むしろこの帯離を利用して彼の「アメニティ権」の主張を展開した(14Jのであ

る。しかし，彼の議論においてこの需離を説明するものは正の「所得効果」の

存在であった。

ところが， 1970年代から80年代にかけての環境便益の実際の測定の中で観察

されたWTPとWTAとの訴離は，それが，量的にも質的にも所得効果では説

明できないものではないかという議論を呼び起こしたのである。しかし，;[fb離

が何によるものであり，その場合，何が便益の適切な尺度であるかについて，

論者たちの意見は一致していない。本稿では，この帯離の解釈の問題に決着を

つけようと思う o それはまた，費用便益分析の 1つの限界について，明確な観

念を与えてくれるであろう。

I 観察されたWTPとWTAとの議離

直接に市場で取引されない環境便益のWTPまたはWTAを求める方法には

大きく分けて 2つある。 1つは間接的な市場を用いるやり方であり，もう 1つ

は擬制的な市場を用いるやり方であるo

間接的市場を用いる方法というのは rへドニック価格法」や「トラベノレコ

スト法」と言われるものであって，直接には市場で取引されない便益を，その

便益を属性の 1っとしてもっところの財(不動産・労働・交通サービスなど)

の市場価格を用いて間接的に測ろうとする方法である。間接市場法は，現実の
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市場で観察されたものをデータとするので，恋意性が小さいが，一方，間接的

な市場に反映される環境の便益しか拾い出せないという欠点があるo 実際，間

接市場法によって評価される環境便益は，大気・騒音・レクリエーション便益

.健康リスクなどに限られる。

擬制的市場を用いる方法は，市場で取引されない便益乞擬制的な市場を設

定することによって実験的に測定しようというものであって， C VM  (contin-

gent valuation method) とも呼ばれる。このやり方は，データに制約されな

いから，あらゆる便益の測定に利用可能であり，実際利用されている。 CVM

は要するに人々に直接WTp.WTAを問うのであるが，現実の市場での行動

に近い行動を回答者がとるように仕向けること，質問に伴う種々の偏りを減ら

すことが方法論上の重要課題であり，そのための質問のやり方を開発すること

がCVM研究の中心であった。

この CVMによる実験の測定において，次のようなWTPとWTAとの大き

な帯離が観察されたのである。

ピショップとへバーライン(lJは，ウィスコンシン東中部の狩猟区での1978

年10月前半期のガチョウの狩猟権に対するWTPとWTAとをCVMによって

求め，単位狩猟権当り平均WTPは21ドノレ， WTAは 101ドノレという結果を得

アこ。

ローとダージとプノレツクシャイア(25Jは，大気汚染による眺望の悪化に対す

るWTPとWTAとをCVMによって測り，視界が75マイノレから50マイノレに減

ることに対する人々のWTAは平均24.47ドル，そのような悪化を免れることに

対する人々の平均WTPは4.75ドルという結果を得た。同じく 75マイルから 25

マイルへの変化のWTA，-WTPはそれぞれ71.44ドル， 6.54ドルであり， 50マ

イルから25マイルへのそれはそれぞれ46.63ドル， 3.53ドノレ，また，発電所が視

界に入ってくることをともなった75マイルから25マイルへの眺望の悪化のW T

A， WTPはそれぞれ， 113.68ドノレ， 6.85ドノレで、あった。

プルックシャイアとランドーノレとストール(2Jは，オオシカの狩猟ができる
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自然環境が得られることへのWTPとそれが失われることのWTAとを狩猟者

を対象としたCVMによって求めた。それによると 1回の狩猟でオオシカに

出会える回数が平均0.1回から 1回に増えることに対する平均WTPは43.64ド

ノレp 対応するWTAは68.52ドノレであったD 同じく 1回から 5回に増えることの

WTPは54.06ドノレ， WTAは142.60ドノレであり 5回から10回に増えることの

WTP， WTAはそれぞれ32ドル， 207.07ドノレであった。

これらの結果は， CVMによって引き出されたWTAは，対応するWTPの

1.5倍から16倍，平均して 7rv8倍大きいということを示しているo

II WTPとWTAとの議離の原因は何か

このような読離はどうして生じたのであろうか。大きく分けると 2種類の可

能性がある。つまり，回答者が虚偽のWTp.WTAを回答したがゆえに観察

されたものであるか，または，回答者が本当に思っているWTPとWTAとが

需離しているがゆえに生じたものであるかのどちらかであるD

前者の可能性による WTP.WTAの歪みは「戦略的歪み (strategicbiasesJJ 

とも呼ばれているものである(20J(p. 238)。しかし，この虚偽の回答という問

題は， CVMの質問技術上の問題であり，それを回避するような質問の形式が

可能であることが理論的にも実証的にも証明されているヘ費用便益分析にと

1) へーンとラン tドール(7]は，問題にしている経済的変化(例えばある財の供給〉にかかる費

用を回答者に知らせ，その供給と引き換えにそれだけの金額を払うかどうかを聞い，回答者には

「はい」または「いいえ」だけを答えさせるという形の質問は，戦略的歪みを免れるということ

を明らかにした。そのような聞い方は，第1に，関われている変化に「ただ乗りJができると回

盛者に思わせない，つまり回答者を純粋に個人的な選択の場におくのであり，第2に，自分で金

額を考えて答えるのでなく，金額を与えられて買うかどうかだけを選ぶという，回答者が消費者

として日頃慣れ親しんでいる選択を行わせるのである。コーシーとホーピスとシュルツ (3Jは，

何回か繰り返すうちに，回答者が自分の本当のWTP'WTAを申告するのが一番有利であるこ

とを学習するような実験的オークションを考案し，それによって， WTPとWTAとが収束する

ことを実証した。ただ， コーシーらは，この結果をもって， WTPとWTAとの議離一般が，学

習によって消滅すると結論づけているが，それは誤りである。彼らの結果が証明しているのは，

戦略的歪みによる需離が学習によって、消滅するということだけである。それが消滅したとしても

なお残る講離を，彼らの論争相手であるクネッチらCl2Jは問題にしているし，本稿もまたそう

なのである。



24 (450) 第 145巻第4号
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何回か繰り返すうちに，回答者が自分の本当のWTp.WTAを申告するのが一番有利であるこ

とを学習するような実験的オークジョンを考案し，それによって， WTPとWTAとが収束する
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って関要なのは， 回答者が正直に答えているにもかかわらず， WTPとWTA

とが帯離する場合である。

人々が現に心に思っているWTPとWTAそのものが訴離する原因は何か。

それに関しては，伝統的な厚生経済学の中にすでに所得効果による説明があっ

た。 これに対して近年，観察された需離は所得効果では説明できないという議

論を展開し，新しい理論を提唱しているのが， カーネマンとツベノレスキー(8J，

クネッチら(10J，(11]である。それらに加えて3 一種の期待効用理論によって

説明できると主張するへーンとランドール(7Jの議論や3 やはり所得効果で説

明できるとするヘネマン(6Jの議論がある。以下では， これらの諸説をすべて

検討し，;!/t離の原因を解明しよう o まず，伝統的な所得効果説からみていこう o

1.伝統的な厚生経済学における帯離の扱い

伝統的な厚生経済学によると，

得効果」が存在する，ときには，

ある財または経済的変化の需要に関して「所

その変化に対するWTPとWTAとは一致しな

いのが当然であるo なぜなら，好ましい変化の場合には， それに対するWTP

は，厚生経済学で言う「補償変分 (CV=compesatingvariation)Jにほかなら

ず， WTAはいわゆる「等価変分 (EV= equi valent variation) Jにほかならな

い(好ましくない変化では WTP=-EV，WTA=-CV)が， 正または負の所

得効果が存在する場合には， 一般にCVとEVとは一致しないからであるo

補償変分 (CV)とは，ある個人の満足に影響する経済的変化に際して，そ、

の個人からの金銭徴収(または個人への金銭補償〉によって彼を当初の効用水

準にとどまらせようとする場合に，必要にして十分な徴収金額〈または補償金

額ー一一この場合は負の値をとる〉のことである。また，等価変分 (EV)とは，

個人に変化の結果を手放させ，点、っ，変化後の効用水準を維持させるに必要に

して十分な徴収・補償金額のことであるo したがって r良い変化について

CV=WTP， EV=WTA，悪い変化について CV=-WTA，EV=-WTPJを，

CV， EVの定義と考えてもよい。

27 (453) 環境問題への費用便益分析適用の限界
t 

所得効果というのは， かりに問題になっている財または変化に価格がついて

購入されるとした場合に，価格一定で所得が増えるときそれが需要に与える影

響を意味する。所得が増えるとき需要(個人の〉が増えるならば所得効果は正，

逆ならば所得効果は負である。正の所得効果があるとき CV<EV，所得効果が

負のとき CV>EVであり，所得効果がゼロ¥のときにだけ CV=EVである2)。

2) このことは次のようにして示される。

個人にとって利用可能なある財Xの量が白から X1に増える変化の CVとEVとを考えてみ

よう。図6の縦軸には貨幣の量を，横軸には X量をとっている。図中の 1点，例えばPは， こ

の個人が， XをXoだけ消費できて，他の財一般を購入するのに使うことのできる貨幣を moだ

け保有できることを表している。例えば，この人の所得が少であって，価格企 (pは直繰Paの

傾きの符号を変えたもの〉で Xを買うことができるならば，Xにy-mo支出することによって

この点を実現できるのである。
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さて，点Pを享受できた個人にとって，保有できる貨幣の量は変わらず (mo)，消費できるX

の量がねに増える〈点 Qを実現できる〉ならば，満足は増す。点 RがPと同じ満足を与え，

Sが Qと同じ満足を与えるとするならば，CV，EVの定義によって，Pから Qへの変化のCV

は線分 QRの長さに等ししその EVは線分 PSの長さに等しい。

いま，所得効果が正であるとすると，sにおける貨幣の Xに対する限界代替率は，Pにおノ
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得効果が存在する場合には，一般にCVとEVとは一致しないからであるo

補償変分 (CV) とは，ある個人の満足に影響する経済的変化に際して，そ、

の個人からの金銭徴収(または個人への金銭補償〉によって彼を当初の効用水

準にとどまらせようとする場合に，必要にして十分な徴収金額(または補償金

額ー一一この場合は負の値をとる〉のことである。またp 等価変分 (EV)とは，

個人に変化の結果を手放させ， かっ，変化後の効用水準を維持させるに必要に

して十分な徴収・補償金額のことであるo したがってp 「良い変化について
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さて，点 Pを享受できた個人にとって，保有できる貨幣の量は変わらず (mo)，消費できるX

の量が Xlに増える〈点 Qを実現できる〉ならば，満足は増す。点、 RがPと同じ満足を与え，

Sが Qと同じ満足を与えるとするならば，CV.EVの定義によって，Pから Qへの変化のCV

は線分 QRの長さに等ししその EVは線分 PSの長さに等しい。

いま，所得効果が正であるとすると， Sにおける貨幣の Xに対する限界代替率は，Pにおノ
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したがって，所得が増えると需要が増えるような正常財の数量の変化で、は，

補償変分は等価変分よりも小さい(好ましくない変化では，補償変分の絶対値

が等価変分の絶対値よりも大きくなる〉。‘したがって，良い変化について CV=

WTP， EV=WTA，悪い変化について CV=-WTA， EV= -WTPである以上，

そのような財の数量の変化では， WTAがWTPよりも大きくなるのは当然な

のであるo

ミシャンC13Jはこの帯離が外部性問題に対してもつ意味を早くから指摘して

いた。彼が，この帯離に着目して，外部性に関するシカゴ学派の見解を批判し，

「アメニティ権」を提唱したことはp 別のところで詳しく述べた[21](上， 56-

61ページ〉。

彼はまた， WTPとWTAとが言jt離するとき， どちらが便益の適切な尺度で

あるかという問題に対する答も出している。すなわち，常に補償変分を用いよ

ということである[19J(pp. 188-198)。なぜなら費用便益分析は，ある変化

が潜在的パレート改善をもたらすかどうかを判定するものであり，それは補償

変分の社会的総計 (.ECVと書こう〉が正であるか負であるかによって決まる

からである。つまり，.ECV>Oであれば，CVの定義によって， 変化によっ

て得をする人カミ損をする人に補償して余りあるのである。これに対して，

.EEV>Oは必ずしも潜在的パレート改善を保証しない。例えば，その変化によ

って悪い影響を被る人について，その影響が正常財であるとすれば，CV<EV，

すなわち -CV>-EVであるから，-EVだけを受け取っても補償されたこ

とにならないのであるo

¥、けるそれよりも大きい。なぜなら， SとQとを結ぶ等効用線(無差別曲繰〉上の Sよりも右側に，

Pにおけると等しい限界代替率をもっ点がなければ，所得が増えたときに X の需要は増えない

からである。同じ理由から，あらゆる Z の値について，それに対応する，等効用綾 SQの点に

おける貨幣と X との聞の限界代替率は，同じ Z に対応する，等替用娘PR上の点における限界

代替率よりも大きい。線分 SPの長さは， SQに沿って，限界代替率を引から X
1まで積分した

ものに等しし線分 QRは， PRに沿って，限界代替率を Xriから X1まで積分したものに等し
いから SPは QRよりも長い。すなわち，CVくEVである。 Xの数量が減る〈すなわち好ま

しくない〉変化についても， 同様にじて，所得効果が正のとき CVくEVであることを証明でき

る。また，同様にじて，所得効果が負のときには CV>EVであることを証明できる。

環境問題への費用便益分析適用の限界 (455) 29 

CVと EVとの大小関係から，所得効果が正の場合，.ECV>Oであれば，

必ず .EEV>Oであるから，CV指標と EV指標とは矛盾しないが，.ECV<O 

であるときには，同時に .EEV>Oとなり ，CV指標と EV指標とが矛盾する

ことがありうる。このような場、合，CV指標は変化に反対，EV指標は変化に

賛成ということになるが，パレート基準に依拠する費用便益分析は常に CV指

標だけを用いるのである。このことから，CVとEVとが大きく帯離する場合

には，費用便益分析は変化を嫌い現状保守的になる。

常に CVを用いよということはp 良い変化については常にWTPを用い，悪

い変化については常にWTAを用いるべきだということに等しい。

伝統的な理論によって， WTPとWTAとの布離の説明もでき，話離する場

合にどちらを用いるかについての指針も得られるとしたら，この講離を問題に

する必要はない。しかし，最近観察されたWTPとWTAとの請離は，所得効

果だけでは説明できないことがわかってきたのである。

2. WTPとWTAとの帯離は所得効果で説明できるものよりも大きい

WTPとWTAとの帯離が所得効果では説明できないと言われる理由の 1つ

はp その事離が所得効果によって理論的に予想されるものよりもはるかに大き

いということである。さきに挙げた 3つの実測例の発表者たちもみなそのこと

を問題にしている D その背景には，所得効果による CVとEVとの希離が理

論上どのくらいの大きさになりうるかを示すウィリグ[27Jの式があるo ウィリ

グは，需要の所得弾力性が一定と見なされるときp 価格変化の CV，EVとい

わゆる「消費者余剰 (CS=consumer'ssurplus)Jとの間に，

CV CS一方CS2/2yo (1) 

EV CS十万CS2/2yo (2) 

という関係があることを証明した。ただし，yoは所得，マは需要の所得弾力性

である3)。

3) 証明は以下のとおりである。 ノ
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合にどちらを用いるかについての指針も得られるとしたら， この請離を問題に
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2. WTPとWTAとの帯離は所得効果で説明できるものよりも大きい
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CV 

EV 

CS一方CS2/2yo

CS十万CS2/2yo

(1) 

(2) 

という関係があることを証明した。ただし，yoは所得，マは需要の所得弾力性

である 3)。

3) 証明は以下のとおりである。 ノ
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GV， EV， CSの関係を図示すると図 1のようになる。図 1(a)の横軸にはある

財の数量久縦軸には貨幣量mをとる。 11， 12 はある個人の無差別曲線である。

所得がれであるとすると，価格がムのとき，この人は Xlだけ購入する。価

格が h に下がると，購入量はぬに増える。このとき，価格が白から P2に

、一所得 yo，購入する財の価格れの下で実現可能な最犬効用を，価格ρの下で実現するに足る最

少所得を ρφIpo，Yo)としよう。すると，所得 yoの下で価格がわから pzに変化するときの
CV， EVはそれぞれ

CV=Yoーμ(P2IPbYo) ( 6) 

EV=ρ(P1Ip2，YO)-Yo (7) 

と表される。他方，所得 y，価格ρの下での財の購入量を p，yの関数として x(p，y)と表せ
ば，需要の所得弾力性干の定義から

ax/x=守(ay/y)。

これを yoから yまで積分すると，

log x(p， y)ーlogx(p， Yo)=甲(logy-Iog yo)。
よって，

x(p， y)=x(ムYo)(Y/Yo)九
したがって，y=ρ匂Ipo，Yo)とおけば， ノ

m 
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¥"" x(p， p.(p Ipo， Yo))=x(p， yo))(ρ(p Ipo，yo)!Yoア (8)

が成立する。

いま，po， yoを一定として， μ(pIpo， y)を μ(p)と略記しよう。また，所得 y，価格Pの下

で x(p，y)だけ購入された後に手元に残される貨幣を m(p，y)と書こう。すると;AP>Oのと

き，
μ(p十L1p)豆(P+Ap)x(p，μ(p))十m(p，ρ(p))=ρ(p)十x(p，μ(p))L1p

かっ，
μ(p-L1p)豆(p-L1p)x(p，μ(p))十m(p，p.(p))=μ(p)-x(p，ρ(p))L1p 

である(図7)から，

fμ(p+L1plーゆ〉]自匂， μ匂))豆 fkρ-dPJ了μ匂〉]。
L1p 

したがって，
'dμ(p Ipo， Yo)/dp=x(p，μ(p Ipo， Yo)) (9) 

が成立する。 (8)，(9)から

dμ(p Ipo， yo)/dp=x(p， YQ)(μ(p Ipo， Yo)/Yoア
であるから，

μ(p Ipo， yo)-'d，μ(plpo， Yo)=Yo寸 x(p，yo)dp (10) 

ここで PO='P1とおき， P=P1から p=Pzまで(10)を積分する(ザヲと1とする〉と，

ゆ 21勺21寸 -Yo~Y01イhzo，yodp ノ
1) ..， Vl 



30 (456) 第 145巻第4号

GV， EV， CSの関係を図示すると図 1のようになる。図 1(a)の横軸にはある

財の数量久縦軸には貨幣量mをとる。 11， 12 はある個人の無差別曲線である。

所得がれであるとすると，価格がムのとき，この人は Xlだけ購入する。価

格が h に下がると，購入量は h に増える。このとき，価格があから h に

、一所得 yo，購入する財の価格れの下で実現可能な最犬効用を，価格Pの下で実現するに足る最

少所得を μ(plpo，Yo)としよう。すると，所得 yoの下で価格が Plから h に変化するときの d

CV，EVはそれぞれ

CV=Yo-p(P2IPb Yo) ‘ (6) 

EV=ρ(pIIPz， yo)-yo (7) 

と表される。他方，所得 y，価格ρの下での財の購入量を ρ，yの関数として x(p，y)と表せ
ば，需要の所得弾力性万の定義から

ax/x=ザ(ay/y)。

これをれから yまで積分すると，

log x(p， y) -log x(あ3心=ザ(logy-Iog Yo)。
よって，

x(p， y)=x(P， Yo)(Y/Yo)九
したがって，y= p(p Ipo， Yo)とおけば， ノ

m 

μ(ρj十x(p，μ(p))ムp

μ(ρ十ムp)
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¥、 x(p，p(p Ipo， Yo))=x(p， Yo))(μ(p Ipo， yo)/Yo)~ (8) 

が成立する。

いま，po， yoを一定として， μ(pIpo， y)を ρ(p)と略記しよう。また，所得 y，価格pの下

で x(p，y)だけ購入された後に手元に残される貨幣を m(p，y)と書こう。するとi.dp>Oのと

き，

μ@十.dp)三五(p+.dp )x(p， μ(p))+m(p， μ(p))=μ(p)+x(p， μ(p)).dp 

かっ，
μ(p-.dp)豆(p-.dp)x(p，μ(p))+m(p，p(p))=ρくT)-x(p，μ(p)).dp

である(図7)から，

W +匁ーゆ2l::;;;x匂， μ均ω酬ωωω))必〉

したがつて，
¥ dp(p Ipo， yo)/dp=x(p， p(p Ipo， yo)) (9) 

が成立する。 (8)，(9)から

dμ(plpo， yo)/dp=x(p， Yo)(μ(p Ipo， Yo)/Yo)守

であるカもら，

μくTIpo， yo)-~d，μ(p Ipo， Yo)=Yo寸 x(p，yo)dp (10) 

ここで PO='Plとおき，P=Plから ρ=P2まで(10)を積分する〈ザヲ丘1とする〉と，

kP21れれ)1→_Yol寸 =Yol寸 fρ2z句，yo)dp ノ
" Vl 
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下がる変化の CVは YO-Y1で表される。同じ変化の EVは Y2-YOに等し

い。図 1(b)の efは，効用を 11 の水準に固定した上で価格を P1から P2まで

動かしたときの「補整需要曲線」である。この図では CVは P1P2/eの面積に

等しい。同じく EVは，効用水準 12 の下での補整需要曲線 hgを使って，

PIP2ghの面積によって表される。 .CSは PIP2geの面積に等しい。

、¥が得られる (yo=μくPllpbYo)という関係を用いた〉。これより，

μ(p2Ipr. Yo)=Y心+ヒ互[九(p，Y神]一
YO JPl 

となるが， JZz(p，ωdpはーα に等しいので，

(1 +tyf(l -~)~1 十 t ー十市笠寸
l ーマ 2(1ーザ)2

を利用し， (6)を考慮すると， (1)式

cvと CSーマCS2/2yo

が成立するのである。

(2)は， (10)でれ=P2とおき，わから h まで積分すれば，同様にして導かれる。

環境問題への費用便益分析適用の限界 (459) 33 

マがゼロのとき， (1 )，' (2)から CV=EV=CSであり，それは所得効果が

存在しない場合に対応している。この式によると，例えばp 消費者余剰が所得

の5%を占めp 需要の所得弾力性が0.8のとき，CVとEVとの請離率は 4%程

度になる。消費者余剰が所得の 4分の 1を占めるような大きい変化でも 1の

所得弾力性の下で CVと EVとの請離率は25%程度にしかならない。 WTA

がWTPの数倍にもなることは所得効果では説明できないのである。

しかし，このウィリングの理論は価格変化の Cv， EV， CSの関係を定式化し

たものである。環境の経済的評価で問題になるのは，価格の変化ではなし数

量の変化の価値を測ることである。数量の変化についても CVと EVとの差

は小さいと言えるかどうかは， ウィリングの式からはわからなかった。数量の

変化についてウィリングと同様の式を導いたのがランドールとストーノレ(23Jで、

ある。
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下がる変化の CVは YO-Y1で表される。同じ変化の EVは Y2-YOに等し

い。図 1(b)の efは，効用を 11 の水準に固定した上で価格を Plからわまで

動かしたときの「補整需要曲線」である。この図では CVは PIP2/eの面積に

等しい。同じく EVは，効用水準 12 の下での補整需要曲線 hgを使って，

ρlP2ghの面積によって表される。、CSは ρlP2geの面積に等しい。

¥が得られる (yo=μ(P1!Pbyo)という関係を用いた〉。これより，

ゆ 2!PbYo) = Yo[l十ヰ主[九(p，Yo)dp J1/(1-守}
.Yo "'Pl 

となるが， J会(ρ，Y神はーαに等しいので，

(1 +t)l/(H)~l +~ー+n/，TJt乙-
1ーマ 2(1ーザ)2

を利用し， (6)を考慮すると， (1)式

cvこどCSーザCS2/2yo

が成立するのである。

(2)は， (10)で れ=P2とおき，h から Plまで積分すれば，同様にして導かれる。

週

環境問題への費用便益分析適用の限界 (459) 33 

マがゼロのとき， (1)，' (2)から CV=EV=CSであり，それは所得効果が

存在しない場合に対応している。この式によると，例えばp 消費者余剰が所得

の5%を占め，需要の所得弾力性が0.8のとき，CVとEVとの帯離率は 4%程

度になる。消費者余剰が所得の 4分の 1を占めるような大きし;、変化でも 1の

所得弾力性の下で、 CVと EVとの帯離率は25%程度にしかならない。 WTA

がWTPの数倍にもなることは所得効果で、は説明できないのである。

しかし，このウィリングの理論は品格変化の Cv， EV， CSの関係を定式化し

たものである。環境の経済的評価で、問題になるのは，価格の変化ではなし数

量の変化の価値を測ることである。数量の変化についても CVと EVとの差

は小さいと言えるかどうかは， ウィリングの式からはわからなかった。数量の

変化についてウィリングと同様の式を導いたのがランドールとストール(23Jで

ある。
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図2(a)， (b)でp 横軸，縦軸， 11， 12 の意味は図 1と同様である。所得 YO で

財の数量がぬかられに増える変化の CVは図 2(a)の YO-Y1によって，ま

たその変化の EVはれーれによって表される o xm平面上の点 (x，m)を通

る無差別曲線のp この点における傾き，すなわち，財の貨幣に対する限界代替

率を p(x，m) と書くことにしよう。図 2(b)のげは，X1~玉 x~三 X2 の領域での

11上のーρ(x，m)を表す曲線である o ghは，X1;;三z三三X2の領域での 12上の

-p(x， m) を表すo ehは線分 BF上の --P(x，m) を表す。すると，CVは

x1xzfeの面積，EVは X1X2hg の面積によってそれぞれ表される。 x1x2heの

面積をMと書こう。ランドーノレとストーノレが証明したのは，

CV-'"'"'M _(M2/2yo ・ (3)

EV-'"'"'M+C'M2/2yo (4) 

という式である。ここでCは財の貨幣に対する限界代替率の所得弾力性，つま

り，

環境問題への費用便益分析適用の限界

ご=(op/p) (m/orh) 

(461) 35 

であるべそこで， Mの所得に占める割合と Cとが十分小さければ，数量変化

の場合でも CVとEVとの靖離は小さいと言えるのである D

ところが，実際には 7"-'8倍もの帯離が観察されてきたのである。そのよ

うなことは，問題にしている変化から得られる余剰の所得に占める割合がきわ

めて大きいか，需要の所得弾力性または限界代替率の所得弾力性がきわめて大

きいのでない限札理論的に不可能で、ある。例えば，上記のピシヨ汐プとへパ

ラインが観察した， WTP=21， WTA=101とL、う値では，余剰 M(WTP孟M

豆WTA)は年間所得の 1%にも満たない大きさであるから，(は少なくとも

130よりも大きくなければ， WTAがWTPの5倍近くになることはありえな

いはずなのである。

3. 非可逆的な無差別曲線

クネッチはp 上で述べたp 観察された主席離が量的に大きすぎるということに

4) 証明は以下のとおり。

財 xo，貨幣 yoから得られるのと等しい効用を，財の数量 Z の下で得るのに必要な最小貨幣

額を ν(xlxo，Yo)としよう。すると，一定の貨幣 yoの下，財が Xlからむに増える変化の
CV，EVはそれぞれ

CV=Yo-li(x2Ix1> Yo) (11) 

EV=ν(x1Ix2， Yo)-Yo (12) 

と表される。一方，p(x， m)の定義から，

dν(xlxo， Yo)/dx=p(x，ν(x 1 xo， Yo)) (13) 

である。また， (の定義から， (9)の場合と同様にして

ρ(x， li(X 1 xo， Yo))=T(x， Yu)(ν(x 1 xo， Yo)/Yo)C (14) 

が得られる。(13)，(14)から， (10)の場合と同様に

ν(xl$o， Yo)-Cdli(xlxo， Yo)=Yoーヲ(x，Yo)dx (15) 

が得られ，xo=x1 とおいて，x=ねから x=むまで積分して変形すると，

ν(x2Ix1> Yo)=Yo[I +ヰ互 fmp〈z，yo〉dd/{14}
.Yo JXl  

となるが， J;;p(z，yo〉dzは -Mに等しいので，ここでも

(l+t)山-，l~l+ーし+ ~，.(t2_， o 
1-( ， 2(1-02 

を利用し，(11)を考慮すると， (3)式
CV~M-(M2/2yo 

が得られる。

(4)は， (15)で xo=むとおき，むから x1 まで積分すれば，同様にして導かれる。
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図2(a)， (b)で，横軸，縦軸， 110 12 の意味は図 1と同様である。所得 YOで

財の数量が引かられに増える変化の CVは図 2(a)の YO一れによって，ま

たその変化の EVは Y2ーれによって表されるo xm平面上の点 (x，m)を通

る無差別曲線の，この点における傾き，すなわち，財の貨幣に対する限界代替

率を p(x，m)と書くことにしよう D 図 2(b)のげは，Xl~X~三 X2 の領域での

11上の -p(x，m)を表す曲線である。 ghは，Xl~三X~X2 の領域での 12 上の

-p(x， m)を表すo ehは線分 BF上の -.p(x，m)を表す。すると，CVは

xlxzfeの面積，EVは X1X2hg の面積によってそれぞれ表される。 xlx2heの

面積をMと書こう o ランドーノレとストーノレが証明したのは，

CV('JM-(M2/2yo (3) 

EV('JM十(M2/2yo (4) 

という式であるo ここでとは財の貨幣に対する限界代替率の所得弾力性，つま

り，

環境問題への費用便益分析適用の限界

(=(aplρ) (m/am) 

(461) 35 

であるヘそこで，Mの所得に占める割合と Cとが十分小さければ，数量変化

の場合でも CVと EVとの帯離は小さいと言えるのであるo

ところが，実際には 7r v8倍もの需離が観察されてきたのである。そのよ

うなことは，問題にしている変化から得られる余剰の所得に占める割合がきわ

めて大きいか，需要の所得弾力性または限界代替率の所得弾力性がきわめて大

きいのでない限札理論的に不可能である。例えばp 上記のピショタプとへパ

ラインが観察した， WTP=21， WTA=101 という値では，余剰 M(WTP~M

孟WTA)は年間所得の 1%にも満たない大きさであるから，(は少なくとも

130よりも大きくなければ， WTAがWTPの5倍近くになることはありえな

いはずなのである。

3. 非可逆的な無差別曲線

クネッチは，上で述べた，観察された布離が量的に大きすぎるということに

4) 証明は以下のとおり。

財 Xo，貨幣れから得られるのと等しい効用を，財の数量 Z の下で得るのに必要な最小貨幣

額を ν(xlxo，Yo)としよう。すると，一定の貨幣 Yoの下，財が引から X2に増える変化の
CV，EVはそれぞれ

CV=Yo-l.i(x2Ixr. Yo) ー (11)

EV=ν(Xr!X2， Yo)-Yo (12) 

と表される。一方，p(x， m)の定義から，

dl.i(xlxo， Yo)/dx=ρ(x， l.i(xlxo， Yo)) (13) 

である。また， (の定義から， (9)の場合と同様にして

p(x，ν(xlxo， Yo))=T(x， Yo)(ν(xlxo， Yo)/Yo)C (14) 

が得られる。(13)，(14)から， (10)の場合と同様に

ν(xlxo， Yo)-cdl.i(xlxo， Yo)=Yo-Cp(x， Yo)dx (15) 

が得られ，.XO=X1 とおいて，x=ぬから X=X2まで積分して一変形すると，

ν巾仇州〈ω仇ωX2叫21xr.Yoよ y仇仙0正心[口加1什+与ζfh泊匂P〆(ωx，Yω0ρ)d.泊洲d白削ωZ叫灯]主1叫/パ川ル{臼ト1ト←
JO ‘'Xl 

となるが， J2(z，wzは -Mに等しいので，ここでも 3

(1十t)l/Cl-C)~l+~一+ーよfと-
1-( ， 2(1-02 

を利用し，(11)を考慮すると， (3)式
CV~M-(M2/2yo 

が得られる。

(4)は， (15)で xo=むとおき，ぬから Xl まで積分すれば，同様にして導かれる。
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加えて，人々が非合理的な選好の体系をもっている可能性があることに着目し

た。彼は，ゴードンとともに次のように指摘した(5J。

図3の縦軸には貨幣の量をとり，横軸にはある環境財または自然資源または

公共財X一一一ゴードンとクネッチは「釣りのできる場所」を例としているーー

の量をとる。ある人の所得が 1万2千ドノレ一一これはまた人々の平均所得でも

あるーーであったとする。この人の処分可能な所得に変化なく，利用できるX

の数量がOかられに増えるとき，この人の満足は増加するo この変化に対し

てこの人が35ドノレまでならば支払ってもよいと思う(すなわち WTP= $35) 

とすれば，点 YO と点Bとを通る無差別曲線 ltが存在していることになる。

これに対して， れだけのXを利用できる権利をすでにもつ， この同じ所得の

人が， 700ドルもらわなければその権利を決して手放そうとはしない(すなわ

ち WTA=$700)としたら，点Aと点 Y1 とを通る無差別曲線 12が存在して

いるのである。

環境問題への費用便益分析適用の限界 (463) 37 

この例ではWTAがWTPの20倍にもなるという大きな希離が生じているが，

実はそれだけでは，事離が所得効果によるということを完全に否定することは

できない。ゴードンとクネッチは，この人の所得が 500ドルだけ増えたらどう

なるだろうかと考えた。

彼らは，それだけ所得が増えても， XがOからねに増えることに対する

WTPは35ドノレからそれほど増えることはないだろうと言う。なぜなら， ごこ

で考えている所得の増加は，総所得のわずか4%程度にすぎないからであるo

WTAの方ふ同じ理由で， 700ドノレから大きく変わることはないだろうと考

えられる。そうすると，点 Yo'とDとを通る無差別曲線 13，点 Y1' とCとを

通る無差別曲線ムがあることになる。そして，んはんと交わるのである。

これは次のことをも意味する。 Yo'から出発して，満足の水準を一定に保ち

ながら右へ移動してE点に到達し，そこからまた満足の水準を一定に保ちなが

ら左へ移動すると， もとの点に帰らず，Y1へ行ってしまうということである。

これをクネッチは「非可逆的な無差別曲線J(IOJ (p. 230)と呼んでいる。

このようなことが起こっているとすると， WTPとWTAとの事離の原因は

所得効果とは別のところにあると言わざるを得ないのである。

クネッチはp ついで，この「非可逆的な無差別曲線」が生じているという仮

説を実証する研究に進んだ。そのために彼とシンデンは，ある「くじ」を売買

させる擬似市場実験を行った(l1J。この実験において，被験者の半数には 3ド

ルが与えられ， もう半数には70ドルの図書券または50ドルの現金が当たるくじ

が与えられる。そして 3ドル与えられた人は，そのままそれをもっておくこ

ともできるし 3ドル支払ってくじを買うこともできる。また， くじをもらっ

た人は，それをそのままもっでおくこともできるし，それを 3ドルで売り払う

こともできる。そして，両方のグノレーデの人々がどのような選択をするかを観

察するのである。

実験の結果は， くじを与えられた人々のうち82%がそれを保有することを選

択し，一方， 3ドルをもらった人々のうち39%がそれを手放してくじを買うこ



36 (462) 

$12700~1 

O 

第 145巻第4号

図 3

C 

Xo Z 

L 
13 

ι 
11 

加えて，人々が非合理的な選好の体系をもっている可能性があることに着目し

た。彼は，ゴードンとともに次のように指摘した(5J。

図3の縦軸には貨幣の量をとり，横軸にはある環境財または自然資源または

公共財X一一ゴードンとクネッチは「釣りのできる場所」を例としているーー

の量をとるo ある人の所得が 1万2千ドノレ一一これはまた人々の平均所得でも

あるーーであったとするo この人の処分可能な所得に変化なし利用できるX

の数量がOかられに増えるとき，この人の満足は増加するo この変化に対し

てこの人が35ドルまでならば支払ってもよいと思うくすなわち WTP=$35)

とすれば，点 yoと点Bとを通る無差別曲線 11が存在していることになる。

これに対して XoだけのXを利用できる権利をすでにもつ， この同じ所得の

人が， 700ドルもらわなければその権利を決して手放そうとはしないくすなわ

ち WTA=$700)としたら，点Aと点 Y1 とを通る無差別曲線 12 が存在して

いるのである口
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この例ではWTAがWTPの2Q倍にもなるという大きな帯離が生じているが，

実はそれだけでは，事離が所得効果によるということを完全に否定することは

できない。ゴードンとクネッチは，この人の所得が 500ドルだけ増えたらどう

なるだろうかと考えた。

彼らは，それだけ所得が増えても， XがOから Xo に増えることに対する

WTPは35ドルからそれほど増えることはないだろうと言う。なぜ、なら，ここ

で考えている所得の増加は，総所得のわずか4%程度にすぎないからであるo

WTAの方ふ同じ理由で， 700ドノレから大きく変わることはないだろうと考

えられる。そうすると，点 Yo'とDとを通る無差別曲線 13，点 Yt'と Cとを

通る無差別曲線ムがあることになる。そして， 13は ιと交わるのである。

これは次のことをも意味する。 Yo'から出発して，満足の水準を一定に保ち

ながら右へ移動してE点に到達し，そこからまた満足の水準を一定に保ちなが

ら左へ移動すると p もとの点に帰らず，Y1へ行ってしまうということである。

これをクネッチは「非可逆的な無差別曲線J(IOJ (p. 230)と呼んでいる。

このようなことが起こっているとすると， WTPとWTAとの帯離の原因は

所得効果とは別のところにあると言わざるを得ないのである。

クネッチは，ついで，この「非可逆的な無差別曲線」が生じているという仮

説を実証する研究に進んだ。そのために彼とシンデンは，ある「くじ」を売買

させる擬似市場実験を行った(l1J。この実験において，被験者の半数には 3ド

ノレが与えられp もう半数には70ドノレの図書券または50ドルの現金が当たるくじ

が与えられる。そして 3ドノレ与えられた人はp そのままそれをもっておくこ

ともできるし 3ドル支払ってくじを買うこともできる。また， くじをもらっ

た人は，それをそのままもっでおくこともできるし，それを 3ドノレで売り払う

こともできる。そして，両方のグノレーデの人々がどのような選択をするかを観

察するのである。

実験の結果は， くじを与九られた人々のうち82%がそれを保有することを選

択し，一方 3ドルをもらった人々のうち39%がそれを手放してくじを買うこ
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4. 所得効果によっても大きな話離が生じうる

WTPとWTAとの需離が所得効果では説明できないというこ

とがかなり説得的に示されてきたのであるが，それに反対する議論も現れた。

所得効果では説明できないということの根拠の 1つは，所得効果による補償変

分と等価変分との講離は理論上，大きくはなりえないということであった。そ

れに対して，ヘネマンC6Jは，所得効果による CVと EVとの帯離は，理論

非常に大きくなってもおかしくはないということを示した (C20J(pp. 的に，

36-37)による〉。

数量変化の CVと EVとがそれほど大きく君主離しないはずだという議論の

根拠は， ランドールとストーノレの(3)，(4)式であった。ヘネマンは，価格変

化についてのウィリグの式(1)，(2)の中の需要の所得弾力性守は小さくても，

ランドールと λ トールの(3)，(4)の中の限界代替率の所得弾力性Cは，非常

に大きくなることがありうると主張した。なぜなら， σを代替の弾力性 (ox/x)

このように，

6) c=(伊/p) (m/sm)= (sx/ x) (m/sm) (sp/ t)(x/sx)=マ/σ

第4号第 145巻(464) 38 

同一人がそれぞれのグループにとを選んだというものであったo この実験が，

この結入れられたときに行う選択の傾向を示していると解釈できるとすれば，

3 ドノレそれが3ドルよりも値打があると感じくじをもらったときは，果は，

それがくじよりも値打があると感じる人がかなりいるという

くじと貨幣との間の無差別

図4のように動くので

ι 

L 

5) なお，クネ γチは，そうした非可逆的な無差別曲総がなぜ生じるかについては，ヵーネマンと

ツベルスキー[8Jが提唱した「プロスベクト理論」の中の価値関数の考え方を支持している。価

値関数とは，図8の v(x)によって表されるような関数である(ただし，xはある財〈貨幣でも

よい〉の数量， vは効用である)0v(ゅでは xが利得か損失かが重要であって，基準点 x=o

を境にして x>oの領域で利得， xく0の領域で損失が表現されている。そして，任意のね>0，
hくOについて，が(x1)くが(X2)，V"(Xl)く0，V"(X2)>0と仮定されている。

要するに，価値関数は，損失を利得よりも重く評価するという， WTPとWTAとの諦離に現

れた消費者行動をそのまま認めて直接にそれを表現しただけのものである。

ことを示すものである D つまり，

その人がくじをもつか貨幣をもつかに応じて，

そのような人の，

4 図
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1
1
1

Y
 

くじ1 O 

もらったときは，

m 

曲線は，
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4. 所得効果によっても大きな帯離が生じうる

WTPとWTAとの議離が所得効果では説明できないというこ

とがかなり説得的に示されてきたのであるが，それに反対する議論も現れた。

所得効果では説明できないということの根拠の 1つは，所得効果による補償変

分と等価変分との希離は理論上，大きくはなりえないということであった。そ

れに対して，ヘネマン(6Jは，所得効果による CVと EVとの帯離は，理論

非常に大きくなってもおかしくはないということを示した ((20J(pp. 的に，

36-37)による〉。

数量変化の CVと EVとがそれほど大きく議離しないはずだという議論の

根拠は， ランドーノレとストーノレの(3)，(4)式であった。ヘネマンは，価格変

化についてのウィリグの式(1)，(2)の中の需要の所得弾力性ザは小さくても，

ランドーノレとストーノレの(3)，(4)の中の限界代替率の所得弾力性Cは，非常

に大きくなることがありうると主張した。なぜなら， σを代替の弾力性 (ox/x)

このように，

C=(ap/p)(m/am)=(ax/x)(m/am)(ap/t)(x/ax)=守/σ6) 

第4号第 145巻(464) 38 

同一人がそれぞれのグループにとを選んだというものであったo この実験が，

この結入れられたときに行う選択の傾向を示していると解釈できるとすれば，

3ドルそれが3ドルよりも値打があると感じ，くじをもらっfこときは，果は，

それがくじよりも値打があると感じる人がかなりいるという

くじと貨幣との間の無差別

図4のように動くので
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L 

5) なお，クネッチは，そうした非可逆的な無差別曲線がなぜ、生じるかについては，ヵーネマンと

ツベノレスキー[8Jが提唱した「プロスベクト理論」の中の価値関数の考え方を支持している。価

値関数とは，図8の v(x)によって表されるような関数である〈ただし，xはある財〈貨幣でも

よい〉の数量，vは効用である)0v(めでは xが利得か損失かが重要であって，基準点 x=o
を境にして x>oの領域で利得，xく0の領域で損失が表現されている。そして，任意の町>0，
hく0について，が(Xl)くが(X2)，V"(Xl)く0，V"(X2)>0と仮定されている。

要するに，価値関数は，損失を利得よりも重〈評価するという， WTPとWTAとの講離に現

れた消費者行動をそのまま認めて直接にそれを表現しただけのものである。

ことを示すものであるD つまり，

その人がくじをもつか貨幣をもつかに応じて，

そのような人の，
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(p/ap) とすると，cは

ご=万/σ

第145巻第4号

(5) 

と分解できて6九万がたとえ小さくても， σがもっと小さければ，cは大きくな

るからであるo 例えば，万が 0.5であっても σが 0.01であればCは50になる。

Cが切であれば，余剰Mが所得の 2%を占めるような好ましい変化で，EVは

CVの3倍になりうるのである。

しかし，見かけ上の対立にもかかわらず，実はp ヘネマンのこの議論は，無

差別曲線が交差するというクネッチの主張を補強することになるのである。

需要の所得弾力性マが小さくても，価格弾力性σが十分小さし限界代替率

の所得弾力性とが大きくなりうるというへネマンの事態は，注目する財と貨幣

との間での無差別曲線が図5のような形になっていることを意味している。す

なわち，現在の状態を表す点Aで無差別曲線 11 は折れ曲がったようになり，

図 5

m 

ι 

O Xo Xl Z 

環境問題への費用便益分析適用の限界 (467) 41 

他の無差別曲線 12，13等も同様に折れ曲がっているがp その屈折点は，Aを通

る垂直に近い線 α上にある。このような場合に，貨幣量一定 (mo)で，利用可

能な財の数量が Xo からねに増える変化の CVは，X1 における 11 とんと

の間の垂直距離 BCであり，同じ変化の EVは，Xo における 11 と 12 との

聞の垂直距離 ADである。明らかに，ADは BCよりも大きい。

しかL;無差別曲線がこのような形をしていることはどういう意味をもつで

あろうか。通常，横軸で数量が測られている財Xが必需性の強いものである場

合に，無差別曲線がこのような屈折点をもっと考えられる。つまり，れまでは

どうしても必要だが，それ以上はあってもあまり意味がないという財である。

ところが，CVMでWTPとWTAとの大きな帯離が観型されてきた財は必ず、

しもそうした財で、はない。クネッチらの“くじ"のようなくだらない財ですら，

WTPとWTAとが大きく帯離したのである。

それは，屈折点Aに物的な必然性がないことを意味する。つまり，初めに与

えられた状態がたまたまAであったからAで屈折したけれども，初めの状態が

別の点であったら，その点で屈折しているのではないかと考えられるのである。

とすると，例えば，AからBに現に移動して，Bが現在の状態になったとする

と，今度はこの点Bで無差別曲線が屈折しているのではないかと考えられる。

そうすると，このBで折れ曲がる無差別曲線 1/はんゃんと交わる o これは

まさにクネッチが考えた事態であるo つまり，ヘネマンの理論が成り立つのは，

クネッチが指摘した交差する無差別曲線が生じている場合である可能性が高い

のである。

5. WTPとWTAとの主席離は消費者の合理的行動の帰結である

不可逆な無差別曲線というのは，消費者行動理論の常識からみると，消費者

の判断が非合理的なものであることを意味していることになろう九 これに対

7) プロスベクト理論の支持者たちは，そうした人々の行動は心理学の錯覚と等じいものだと考え

ている (26J(p. 100). (12J. (p. 694)。
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と分解できて6九万がたとえ小さくても， σがもっと小さければ， ，は大きくな

るからであるo 例えば， ηが 0.5であっても σが 0.01であればζは50になる。

Cが切であれば，余剰Mが所得の 2%を占めるような好ましい変化で，EVは

CVの3倍になりうるのであるo

しかし，見かけ上の対立にもかかわらず，実は，ヘネマンのこの議論は，無

差別曲線が交差するというクネッチの主張を補強することになるのである。

需要の所得弾力性万が小さくても，価格弾力性σが十分小さく，限界代替率

の所得弾力性Cが大きくなりうるというへネマンの事態は，注目する財と貨幣

との間での無差別曲線が図 5のような形になっていることを意味している。す

なわち，現在の状態を表す点Aで無差別曲線 11 は折れ曲がったようになり p
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環境問題への費用便益分析適用の限界 (467) 41 

他の無差別曲線 12，ん等も同様に折れ曲がっているが，その屈折点は，A，を通

る垂直に近い線 α上にある。このような場合に，貨幣量一定 (mo)で，利用可

能な財の数量がねからねに増える変化の CVは，ねにおける 11 と12 と

の間の垂直距離 BCであり p 同じ変化の EVは，Xo における 11 と 12 との

聞の垂直距離 ADである。明らかに，ADは BCよりも大きい。

しかし，無差別曲線がこのような形をしていることはどういう意味をもつで

あろうか。通常p 横軸で数量が測られている財Xが必需性の強いものである場

合に，無差別曲線がこのような屈折点をもっと考えられる。つまり，れまでは

どうしても必要だが，それ以上はあってもあまり意味がないという財である。

ところが，CVMでWTPとWTAとの大きな帯離が観型されてきた財は必ず

しもそうした財ではない。クネッチらの“くじ"のようなくだらない財ですら，

WTPとWTAとが大きく需離したのである。

それは，屈折点Aに物的な必然性がないことを意味する D つまり，初めに与

えられた状態がたまたまAであったからAで屈折したけれども，初めの状態が

別の点であったら，その点で屈折しているのではないかと考えられるのである。

とすると」例えば，AからBに現に移動して，Bが現在の状態になったとする

と，今度はこの点Bで無差別曲線が屈折しているのではないかと考えられる。

そうすると p このBで折れ曲がる無差別曲線 1/はんゃんと交わる。これは

まさにクネッチが考えた事態である。つまり，ヘネマンの理論が成り立つのは，

クネッチが指摘した交差する無差別曲線が生じている場合である可能性が高い

のである。

5. WTPとWTAとの帯離は消費者の合理的行動の帰結である

不可逆な無差別曲線というのは，消費者行動理論の常識からみると，消費者

の判断が非合理的なものであることを意味していることになろうヘ これに対

7) プロスベクト理論の支持者たちは，そうした人々の行動は心理学の錯覚と等じいものだと考え

ている (26)(p. 100). (12). (p. 694)。
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して，へーンとランドール(7Jは， WTPとWTAとの帯離は回答者の合理的

行動の帰結であると主張した。彼らは，合理的な期待効用最大化行動において，

回答者によって主観的に思われた CV(これをへーンとランドールは jCVと

書いている〉が真の CVよりも小さくなることを示した。彼らによると，その

理由は 2つある。 1つは，評価の対象となる財または経済状態が回答者にとっ

てなじみのないものであることである。もう 1つは，回答者が効用を最大化す

るように自分の消費計画を立て直すのに十分な時間が与えられていないことで

あるo

CVMにおいて評価されるべき財が回答者にとってなじみの薄いものである

ということを，へーンとランドーノレは次のように定式化した。すなわち，人は，

よく知っている財については，効用 u(q，x， y)を最大化することができる(た

だし qは他の諸財の価格 yは所得)が，よく知らない財については，その

示された財の数量からの予想される効果を示す確率関数 d(x)(ただし，d(x) 

の期待値 E[d(x)]はZ に等しい〉を変数とする u(q，d(x)， y) の期待値

E[u(q， d(x)， y)Jを最大化せざるをえないと。

そして，効用関数が凹であるならば，E[u(q， d(x)， y)J<u(q， x， y)である

から Z に対する最大支払金額は xの効果が不確実な場合には，それが確実

な場合に比べて小さくなる。すなわち，

jCV<CV 

であるo これは CV<Oの場合にも妥当する。

回答者に十分な時間が与えられていないこともまた xに対する最大支払金

額を小さくする。すなわち，新たな財zが提供されたとき，回答者の最大支払

金額は，元の効用水準的(これは元の所得 yoと価格qの下でZ なしに実現可

能な最大効用)を維持するに足る他の諸財への最小支出金額を Yoが凌駕する

額であるが，判断の時間の不足は，他の財の消費計画の選択を誤らせp それら

への支出を増やすであろう o それは Z への最大支払金額を縮小させるのである。

WTAがWTPよりも大きくなる消費者の価値づけは合理的なものであると

環境問題への費用便益分析適用の限界 (469) 43 

いうことを主張するへーンーランドーノレの理論は， クネッチの言う交差する無

差別曲線が示しているような不合理な消費者行動とは対立するように見えるo

しかし実は，両者は矛盾しないのである。

へーンとラ γ ドーノレが述べたように，人がある財のある数量zを評価すると

きp 実際に評価の対象になるのは，それから予想される効果 d(ゆであるとす

ると，例えば図5で，現在，点Aにあって;新たにねまでの財Xの供給を評

価することに直面している個人の無差別曲線が 11>12， 13等であるとき，点B

はねと moとの組ではなく，正しくは d(X1)と moとの組を表しているの

である。他方，実際に点Bに移動した後，ねを手放すことの評価に直面して

いる個人にとっては，点Bはまさしくねと moとの組を表しているo だから，

その場合の無差別曲線が 11' のように 1/と交わっているとしても，点Bの意

味がそれぞれの無差別曲線が想定している状況に応じて違っているとすれば，

それは矛盾ではなしそうした個人の評価も不合理とは言えなくなるo

つまり， WTPとWTAとが事離するような人々の評価が合理的であると

いうへーンーランドールの議論は， WTPによって評価されているものと，

WTAによって評価されているものとが別の財であるということによってのみ

正当化され，その限りで，交差する無差別曲線によって表される事実と矛盾し

ないのである D

6. WTPとWTAとの帯離をどう解釈するか

以上の考察から， WTPとWTAとの希離をどう解釈するかについては，次

のようにまとめることができるo これは，クネッチ，へネマンP へーンーラン

ドーノレの議論をすべて包み込む解釈である。すなわち，所得効果によっても

WTPとWTAとは大きく言語離しうるo それは，無差別曲線が屈折している場

合である。しかし，そのような場合は同時に，現在の状態が移動するにつれて

無差別曲線の屈折点も移動し，それゆえ，無差別曲線の交差が生じる場合でも

ある。だから，所得効果によるよりももっと大きな帯離が無差別曲線のシフト
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して，へーンとランドール(7Jは， WTPとWTAとの希離は回答者の合理的

行動の帰結であると主張した。彼らは，合理的な期待効用最大化行動において，

回答者によって主観的に思われた CV(これをへーンとランドールは jCVと

書いている〉が真の CVよりも小さくなることを示した。彼らによると，その

理由は 2つある。 1つは，評価の対象となる財または経済状態が回答者にとっ

てなじみのないものであることである。もう 1つは，回答者が効用を最大化す

るように自分の消費計画を立て直すのに十分な時間が与えられていないことで

あるo

CVMにおいて評価されるべき財が回答者にとってなじみの薄いものである

ということを，へーンとランドールは次のように定式化した。すなわち，人は，

よく知っている財については，効用 u(q，x， y)を最大化することができる(た

だし qは他の諸財の価格 yは所得〉が，よく知らない財については，その

示された財の数量からの予想される効果を示す確率関数 d(x)(ただし，d(x) 

の期待値 E[d(x)]はZ に等しい〉を変数とする u(q，d(x)， y) の期待値

E[u(q， d(x)， y)Jを最大化せざるをえないとo

そして，効用関数が凹であるならば，E[u(q， d(x)， y)J<u(q， x， y)である

から Z に対する最大支払金額は xの効果が不確実な場合には，それが確実

な場合に比べて小さくなる。すなわち，

jCV<CV 

である。これは CV<Oの場合にも妥当する。

回答者に十分な時間が与えられていないこともまた xに対する最大支払金

額を小さくする。すなわち，新たな財zが提供されたとき，回答者の最大支払

金額は，元の効用水準的(これは元の所得 yoと価格qの下で Z なしに実現可

能な最大効用〉を維持するに足る他の諸財への最小支出金額を yoが凌駕する

額であるが，判断の時間の不足は，他の財の消費計画の選択を誤らせ，それら

への支出を増やすであろう o それは Z への最大支払金額を縮小させるのである。

WTAがWTPよりも大きくなる消費者の価値づけは合理的なものであると

環境問題への費用便益分析適用の限界 (469) 43 

いうことを主張するへーンーランドールの理論は， クネッチの言う交差する無

差別曲線が示しているような不合理な消費者行動とは対立するように見える。

しかし実は，両者は矛盾しないのである。

へーンとランドーノレが述べたように，人がある財のある数量zを評価すると

きp 実際に評価の対象になるのは，それから予想される効果 d(x)であるとす

ると，例えば図5で，現在，点、Aにあって，新たにぬまでの財Xの供給を評

価することに直面している個人の無差別曲線が 11712， 13等であるとき，点B

は ね と moとの組ではなくJ 正しくは d(Xl) と moとの組を表しているの

であるo 他方，実際に点Bに移動した後，引を手放すことの評価に直面して

いる個人にとっては，点Bはまさしくねと moとの組を表しているo だから，

その場合の無差別曲線が 1/のように 1/と交わっているとしても，点Bの意

味がそれぞれの無差別曲線が想定している状況に応じて違っているとすれば，

それは矛盾ではなく，そうした個人の評価も不合理とは言えなくなる。

つまり， WTPとWTAとが事離するような人々の評価が合理的であると

いうへーンーランドールの議論は， WTPによって評価されているものと，

WTAによって評価されているものとが別の財であるということによってのみ

正当化され，その限りで，交差する無差別曲線によって表される事実と矛盾し

ないのであるo

6. WTPとWTAとの事離をどう解釈するか

以上の考察から， WTPとWTAとの帯離をどう解釈するかについては，次

のようにまとめることができるo これは，クネッチ，へネマンP へーンーラン

ドールの議論をすべて包み込む解釈である。すなわち，所得効果によっても

WTPとWTAとは大きく請離しうる。それは，無差別曲線が屈折している場

合である。しかし，そのような場合は同時に，現在の状態が移動するにつれて

無差別曲線の屈折点も移動し，それゆえ，無差別曲線の交差が生じる場合でも

ある。だから所得効果によるよりももっと大きな帯離が無差別曲線のシフト
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によって生じている可能性が高いのである〈図 5では，所得効果による事離は

泣D-BC，無差別曲線のシフトによる事離は AE-BCである〉。しかし，この

シフトは，Aの状態から獲得しようとする XI-XOだけのXと，Bの状態から

失おうとする引-XoだけのXとが，別の財であるとするとp 人々の不合理な

選択を表すものとは言えない。

それでは， このような性質のWTPとWTAとの事離が，CVMにおいて広

く観察される場合，便益の尺度として何を採用すべきなのであろうか。

111 便益の適切な尺度は何か

WTPとWTAとの帯離が所得効果から生じている場合には，便益の適切な

尺度は何かという問いに対する答ははっきりしていた。すなわち，常に CVを

採用せよということであった。寄宿離が無差別曲線のシフトから生じているとし

たら何が便益の適切な尺度だと考えるべきだろうか。

その場合もやはり，費用便益分析を行うのである限札そして，費用便益分

析がp 方法論的個人主義とパレート基準との上に立つものである限り，常に

CVを採用し，したがって，良い変化についてはWTP，悪い変化については

WTAを用いよという答以外にはありえないのである。

方法論的個人主義とは，規範的経済学の場合P 個人の主観的評価のみを客観

的データとして受け取るということを意味する。そうした立場をとる以上，個

人が表明した価値づ、けがし、かに不合理に見えようとも，それを唯一のデータと

して受け取って費用便益分析者は計算をする以外にないのである。

そして，良い変化についてWTP，悪い変化についてWTAという単純な原

則以外に，パレート基準を満たすかどうか，つまり潜在的パレート改善をもた

らすかどうかを判定するという費用便益分析の要請を満たすものはありえない。

例えば，図 5の点BからAに移る変化において，この個人は現に，BCでも

ADでもなく AEだけの貨幣を受け取らないと元の満足度を維持できないと思

っているのであって，AEを費用として社会的に集計するのでない限り，この

環境問題へ、の費用便益分析適用の限界 (471) 45 

変化によって潜在的パレート改善がもたらされるかどうかを判定することはで

きないのであるω。

IV 費用便益分析の限界

WTPとWTAとの帯離についての伝統的な所得効果による説明は十分でな

く，無差別曲線がシフトしているという新しい認識を必要とすることがわか

った。にもかかわらず，良い変化についてはWTPを，悪い変化については

WTAを採用するという費用便益分析の基本方針には変更の必要はないという

8) 伝統的な所得効果説を別とすれば，これまで見てきた論者たちの中に，便益の尺度としてどれ

を採用するべきかに関して，これと同じ立場をとるものはない。

プロスベクト理論の支持者は一般に，プロスベクト理論は実証理論であり，その理論によって

説明されるような消費者の評価は，錯覚であり，不合理なものだから，規範的には受け入れられ

ないと考えている。彼らにとって規範的に意味のあるのは期待効用理論によって表されるような

行動だけである [8J(p. 277)，巴6J(p. 100)0 

へーンとランドールは， WTPとWTAとが大きく語離する人々の評価が合理的なものだと見

A なしているが，そのようなWTPもWTAも彼らのいわゆる jCVであって，真の CVではな

く，適切な尺度ではないと考えている。 jCVの CVからの語離を減らすように質問を工夫せよ

というのが彼らの提案である〔η(p.242)。

無差別曲線のシフトということを一番強調しているクネ y チは，プロスベクト理論の価値関数

の考え方を支持し，したがって，そうした消費者判断が非合理的なものだと認識しているにもか

かわらず，CVMによって引き出されたWTPとWTAを便益の尺度として使うことができると

いう立場をとっている [10J。
彼は，図8のような価値関数の考え方から，基準点 (referencepoint)が重要だという結論を

引き出している。基準点は，図8でいうと x=Oの点のことで，評価されるべき結果 Z がそれ

よりも大きければそれは利得，それよりも小さければ損失と認識される。彼の結論は，基準点以

下の領域の変化にはWTAを用い，基準点を超えた領域での変化にはWTPを用いるべきだとい

うものである。
例えば，ある騒音のレベル70ホンが基準点であるとすると， 50ホンから30ホンへの騒音の改善

の便益がそれに対するWTPで測られるばかりでなく， 30ホンから50ホンへの騒音の悪化の費用

もまた，悪化であるにもかかわらず， 50ホンから30ホンへの騒音改善に対するWTPによって測

られることになる。逆に70ホンから90ホンへの騒音の悪化の費用がそれに対するWTAで測られ

るばかりでなく， 90ホンから70ホンへの騒音の改善の便益もまた，改善であるにもかかわらず，

70ホンから90ホンへの騒音悪化に対するWTAで測られることになるのである。

基準点がどのようにして決められるかについて彼は，人々の現実の行動からそれが観察される

ということを示唆している。しかし，費用便益分析を用いて何かを決定しなければならないよう

な場合は，人々の利害が対立し，そうした基準点そのものが争われていたり，揺れていたりする

場合であることが多い。だからこそ， r法経済学 (Lawand Economics)J派のように，逆に基

準点自体を費用便益分析に基づいて決めようという考え方すら春在するのである。そうだとする

と，クネッチの提案に必要な基準点が客観的観察に基づいて確足する見込みはほとんどないであ

ろう。
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によって生じている可能性が高いのである〈図 5では，所得効果による帯離は

AD-BC，無差別曲線のシフトによる帯離は AE-BCである〉。しかし，この

シフトは，Aの状態から獲得しようとする町-xoだけのXと，Bの状態から

失おうとする町-xoだけのXとが，別の財であるとすると，人々の不合理な

選択を表すものとは言えない。

それでは， このような性質のWTPとWTAとの希離が，CVMにおいて広

く観察される場合，便益の尺度として何を採用すべきなのであろうか。

111 便益の適切な尺度は何か

WTPとWTAとの帯離が所得効果から生じている場合には，便益の適切な

尺度は何かという問いに対する答ははっきりしていた。すなわち，常に CVを

採用せよということであった。指離が無差別曲線のシフトから生じているとじ

たら何が便益の適切な尺度だと考えるべきだろうか。

その場合もやはり，費用便益分析を行うのである限り，そして，費用便益分

析が，方法論的個人主義とパレート基準との上に立つものである限り，常に

CVを採用いしたがって，良い変化についてはWTP，悪い変化については

WTAを用いよという答以外にはありえないのである。

方法論的個人主義とは，規範的経済学の場合P 個人の主観的評価のみを客観

的データとして受け取るということを意味する。そうした立場をとる以上，個

人が表明した価値づ、けがし、かに不合理に見えようとも p それを唯一のデータと

して受け取って費用便益分析者は計算をする以外にないのである。

そして，良い変化についてWTP，悪い変化についてWTAという単純な原

則以外に，バレート基準を満たすかどうか，つまり潜在的パレート改善をもた

らすかどうかを判定するという費用便益分析の要請を満たすものはありえない。

例えば，図 5の点BからAに移る変化においてp この個人は現に，BCでも

ADでもなく AEだけの貨幣を受け取らないと元の満足度を維持できないと思

っているのであって，AEを費用として社会的に集計するのでない限り，この

環境問題べの費用便益分析適用の限界 (471) 45 

変化によって潜在的パレート改善がもたらされるかどうかを判定することはで

きないのであるω。
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IV 費用便益分析の限界

WTPとWTAとの請離についての伝統的な所得効果による説明は十分でな

く，無差別曲線がシフトしているという新しい認識を必要とすることがわか

った。にもかかわらず，良い変化についてはWTPを，悪い変化については

WTAを採用するという費用便益分析の基本方針には変更の必要はないという

8) 伝統的な所得効果説を別とすれば，これまで見てきた論者たちの中に，便益の尺度としてどれ

を採用するべきかに関して，これと同じ立場をとるものはない。

プロスベクト理論の支持者は一般に，プロスペクト理論は実証理論であり，その理論によって

説明されるような消費者の評価は，錯覚であり，不合理なものだから，規範的には受け入れられ

ないと考えている。彼らにとって規範的に意味のあるのは期待効用理論によって表されるような

行動だけである (8)(p. 277)， (26) (p. 100)0 

へーンとランドールは， WTPとWTAとが大きく議離する人々の評価が合理的なものだと見

市なしているが，そのようなWTPもWTAも彼らのいわゆる fCVであって，真の CVではな

< ，適切な尺度ではないと考えている。 fCVの CVからの議離を減らすように質問を工夫せよ

というのが彼らの提案である (7)(p. 242)。

無差別曲線のシフトということを一番強調しているクネ yチは，プロスベクト理論の価値関数

の考え方を支持し，したがって，そうした消費者判断が非合理的なものだと認識しているにもか

かわらず，CVMによって引き出されたWTPとWTAを便益の尺度として使うことができると

いう立場をとっている (10)。
彼は，図8のような価値関数の考え方から，基準点 (referencepoint)が重要だという結論を

引き出している。基準点は，図8でいうと x=oの点のことで，評価されるべき結果 Z がそれ

よりも大きければそれは利得，それよりも小さければ損失と認識される。彼の結論は，基準点以

下の領域の変化にはWTAを用い，基準点を超えた領域での変化にはWTPを用いるべきだとい

うものである。
例えば，ある騒音のレベル70ホンが基準点であるとすると， 50ホンから30ホンへの騒音の改善

の便益がそれに対するWTPで測られるばかりでなく， 30ホンから50ホンへの騒音の悪化の費用

もまた，悪化であるにもかかわらず， 50ホンから30ホンへの騒音改善に対するWTPによって測

られることになる。逆に70ホンから90ホンへの騒音の悪化の費用がそれに対するWTAで測られ

るばかりでなく， 90ホンから70ホンへの騒音の改善の便益もまた，改善であるにもかかわらず，

70ホンから90ホンへの騒音悪化に対するWTAで測られることになるのである。

基準点がどのようにして決められるかについて彼は，人々の現実の行動からそれが観察される

ということを示唆している。しかし，費用便益分析を用いて何かを決定しなければならないよう

な場合は，人々の利害が対立し，そうした基準点そのものが争われていたり，揺れていたりする

場合であることが多い。だからこそ r法経済学 (Lawand Economics)J派のように，逆に基

準点自体を費用便益分析に基づいて決めようという考え方すら事在するのである。そうだとする

と，クネッチの提案に必要な基準点が客観的観察に基づいて確定する見込みはほとんどないであ

ろう。
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結論になった。それでは，無差別曲線のシフトという，消費者行動理論にとっ

て重大な事実は，費用便益分析に対して何の問題も投げかけないのであろうか。

前節の結論は，パレート基準の採用を前提とする限札伝統的な便益評価の

ノレールを変更する必要はないし，それはできないというものであった。そして，

費用便益分析はまさしくパレート基準の採用の上に成り立っているものである

から費用便益分析を行う以上，その内部ではp 伝統的なルーノレに則って，分、

析を行っていく以外になく，その限りでp 内部に矛盾も生じないのであるo

しかし，費用便益分析を規範的経済学の 1部門たらしめている倫理的基礎に

まで踏み込むと，話は変わってくる。

ミシャンによると，厚生経済学を規範的経済学たらしめているのはp すなわ

ち，厚生経済学の命題に規範的な意味 (rべきだ」ということ〉を与えるもの

は，厚生経済学において採用される福祉基準についての社会の倫理的合意であ

る[18J(p. 39)。事実上， これまで厚生経済学で採用されてきた福祉基準は，

バレート基準と分配基準の 2つであり，費用便益分析は，このうちパレート基

準だけを採用する厚生経済学の 1部門で、ある[16J(pp. 144-145)。したがって，

費用便益分析の結論たる命題が規範的な意味をもつかどうかは，バレート基準

の使用に対して倫理的合意が得られるかどうかにかかっているのである。

それに対する倫理的合意は分裂しつつあるというのがミシャンの最近の認識

である。その根拠は，①将来にわたる自然資源の減耗や環境の劣化の問題に対

してパレート的意味での効率性基準は無力であるという認識が広まりつつある

こと，②消費者向け新機軸の氾濫する時代には，選択時点での消費者の主観的

評価と実際に消費者が享受する福祉との聞の関連はうすいという認識が広まり

つつあること，③広告に巨額の経済的資源が投入される時代には，消費者の主

観的評価をかなりの留保条件なしには受け入れないという傾向が一般化してい

ること，である。 [16J(pp. 154-155) 

本稿のこれまでの考察から言えることは， WTPとWTAとの大きな帯離は，

選択時の評価と実際の福祉との関連がうすいことの有力な証拠になるというこ

環境問題への費用便益分析適用の限界 (473) 47 

とである。なぜなら無差別曲線がシフトするということはp 主観的評価が動

揺しているということだからである o

へーンとランドーノレが言うように， WTPとWTAとが需離するような消費

者の評価がp 選択時の不確実性と選択後の確実性との違いによって合理化され

るとしても，上の事情は変わらない。なぜなら，その合理性は，選択(交換〉

段階の評価と消費段階の評価とが食い違うときp それぞれを，別々の財に対す

る評価と見なすことによってp いわば，交換を消費から完全に切り離すことに

よってのみ保たれる合理性にほかならないからである。

環境便益の評価においてしばしばWTPとWTAとの大きな需離が観察され

るということは， ミシャンの言う消費者向け新機軸の氾濫ばかりでなく，環境

の便益を評価しなければならないということそのものが，今の時代の費用便益

分析の結論を規範的命題として受け入れる社会的合意を分裂させる要因だとい

うことである。環境に対する人々の評価を動揺させる原因は，環境の変化が急

速であることであるo しかし，急速な環境の変化こそ，環境便益の評価を必要

とさせる理由に違いない。一方で環境問題への費用便益分析の適用を必要なら

しめる原因がp 他方でその適用の有効性を減じているのである。ここに，環境

問題への費用便益分析の適用における最大のジレンマがある?

とはいえ，ある時代にはすべての問題についてパレート基準が倫理的合意を

得，別の時代にはすべての問題についてそれが倫理的合意を失うとみるとは正

しくないであろう。どの時代にも，パレート基準を適用するのがふさわしい問

題とそうでない問題とがあるであろう。環境問題の中にも，その基準の適用が

ふさわしいものがあるかもしれない。本稿の考察から言えることは， WTPと

WTAとが大きく諦離するような問題は，パ νート基準の使用がふさわしくな

いものである可能性が高いということである。実際， WTPとWTAとが大き

く言語離している場合には，バレート基準の使用は「現状」を強く保守する傾向

があるから，そのような場合にはp バレート基準による提言は，実際の問題の

解決にとってほとんど無意味である可能性が高いのである。



46 (472) 第 145巻第4号

結論になった。それでは，無差別曲線のシフトという，消費者行動理論にとっ

て重大な事実は，費用便益分析に対して何の問題も投げかけないのであろうか。

前節の結論は，パレート基準の採用を前提とする限り，伝統的な便益評価の

ノレールを変更する必要はないし，それはできないというものであった。そして，
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まで踏み込むと，話は変わってくる。

ミシャンによると，厚生経済学を規範的経済学たらしめているのは，すなわ

ち，厚生経済学の命題に規範的な意味 (rべきだ」ということ〉を与えるもの

は，厚生経済学において採用される福祉基準についての社会の倫理的合意であ

る(l8J(p. 39)。事実上，これまで厚生経済学で採用されてきた福祉基準は，
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準だけを採用する厚生経済学の 1部門である[16J(pp. 144-145)。したがって，

費用便益分析の結論たる命題が規範的な意味をもつかどうかは，パレート基準

の使用に対して倫理的合意が得られるかどうかにかかっているのである。

それに対する倫理的合意は分裂しつつあるというのがミシャンの最近の認識

である。その根拠は，①将来にわたる自然資源の減耗や環境の劣化の問題に対

してパレート的意味での効率性基準は無力であるという認識が広まりつつある

こと，①消費者向け新機軸の氾濫する時代には，選択時点での消費者の主観的

評価と実際に消費者が享受する福祉との間の関連はうすいという認識が広まり

つつあること，③広告に巨額の経済的資源が投入される時代には，消費者の主

観的評価をかなりの留保条件なしには受け入れないという傾向が一般化してい

ること，である。(l6J(pp. 154-155) 

本稿のこれまでの考察から言えることは， WTPとWTAとの大きな帯離は，

選択時の評価と実際の福祉との関連がうすいことの有力な証拠になるというこ
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とである。なぜなら無差別曲線がシフトするということは，主観的評価が動

揺しているということだからである o

へーンとランドーノレが言うように， WTPとWTAとが帯離するような消費

者の評価が，選択時の不確実性と選択後の確実性との違いによって合理化され

るとしても，上の事情は変わらない。なぜならその合理性は，選択(交換〉

段階の評価と消費段階の評価とが食い違うとき，それぞれを，別々の財に対す

る評価と見なすことによって，いわば，交換を消費から完全に切り離すことに

よってのみ保たれる合理性にほかならないからである。

環境便益の評価においてしばしばWTPとWTAとの大きな需離が観察され

るということはp ミシャンの言う消費者向け新機軸の氾濫ばかりでなく，環境

の便益を評価しなければならないということそのものが，今の時代の費用便益

分析の結論を規範的命題として受け入れる社会的合意を分裂させる要因だとい

うことである D 環境に対する人々の評価を動揺させる原因は，環境の変化が急

速であることである。しかしp 急速な環境の変化こそ，環境便益の評価を必要

とさせる理由に違いない。一方で環境問題への費用便益分析の適用を必要なら

しめる原因が，他方でその適用の有効性を減じているのである。ここにp 環境

問題への費用便益分析の適用における最大のジレンマがある?

とはいえ，ある時代にはすべての問題についてパレート基準が倫理的合意を

得，別の時代にはすべての問題についてそれが倫理的合意を失うとみるとは正

しくないであろう o どの時代にも，パレート基準を適用するのがふさわしい問

題とそうでない問題とがあるであろう。環境問題の中にも，その基準の適用が

ふさわしいものがあるかもしれない。本稿の考察から言えることは， WTPと

WTAとが大きく議離するような問題は，バレート基準の使用がふさわしくな

いものである可能性が高いということである。実際， WTPとWTAとが大き

く訴離している場合にはp パレート基準の使用は「現状」を強く保守する傾向

があるから，そのような場合には，パレート基準による提言は，実際の問題の

解決にとってほとんど無意味である可能性が高いのである。
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したがって，特定の環境問題に費用便益分析を適用しようとするときには，

パレート基準の使用がふさわしい場合であるかどうかを調べることが重要にな

るが，費用便益分析の適用を必要ならしめる原因と，その適用の有効性を減じ

ている原因とが同じものであるという上記のジレンマからp そのような場合は

非常に限られると予想されるのである。
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石川島播磨重工における子会社化過程の分析

麻生 潤

I はじめに

日本における独占的産業資本の新しい現象の一つは，独占的産業資本が，多

数の関係会社(子会社・関連会社〉を作り出し，それらを統合して運動し，蓄

積をすすめている，いわゆる企業グループ現象である。1)

私は，企業グループは「内部組織」であり，巨大企業，すなわち独占的産業

資本の具体的形態であると考えている。ただし，私は， トータルな資本論の立

場から企業グループをとらえるためには，単に事業活動をになう管理機構の

組織的発展としてだけでなく p 企業グループ形態をとることが，総体としての

独占的産業資本の資本蓄積にとってもつ意味にまでp 分析が進まなければなら

ないと考えている口組織は，それ自身が発展する動力をもつのではなしあく

までも資本運動の展開の中でP それが必要であるから，そうした組織発展をと

げるのである。

本稿では，以上の問題意識にもとづいてp 具体的な独占的産業資本の企業グ

ループ形態をとりあげ，その中でも特にグループ化していく過程を中心に分析

する。対象としては，石川島播磨重工(以下，本稿では，石播重工と略記す

1) 企業グループ現象についての具体的研究は，開始されたばかりであるが，代表的な先行研究と

して，ここでは坂本和一・下谷昭編『現代日本の企業グループー「親子関係型J結合的刷

、〈東洋経済新報社， 1987年〉をあげておこう。編者の坂本和一氏は，序章において，市場と企業

の「中間組織」でなく，企業の「内部組織」であり，現代巨大企業のあり様である。第二に， ト

ータルな資本論，企業論的な視点，それも実際に事業活動を担う企業組織の管理機構のレベル明

把握することが必要である。第三に，子会社形態という法的に別会社の形態となってし、ることふ

管理機構上の意義が重要である。第四に，子会社にも多様な存在形態と分権化の度合いが存在す
るということ，を指摘しておられる。

、




